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主 文

１ 岡山社会保険事務局長が平成１８年７月１９日付けで行った申立人の保

険医の登録を同年７月３１日をもって取り消す旨の処分の効力は，本案判

決が確定するまでこれを停止する。

２ 申立費用は相手方の負担とする。

理 由

第一 本件申立て及び相手方の意見

本件申立ての趣旨は，主文のとおりである。申立人の主張は，別紙１「執行

停止申立書」写し及び別紙３「反論書(1)」写しのとおりであり，相手方の意

見は別紙２「意見書」写し及び別紙４「意見書(2)」写しのとおりである。

第二 当裁判所の判断

一 疎明資料によれば，次の事実が認められる。

１ 申立人

申立人は，健康保険法（以下「健保法」という ）６４条に基づき，昭和。

５６年６月２０日，保険医として厚生大臣（現厚生労働大臣）の登録を受け

た医師であり，昭和６０年５月，ａ医院を開設し，その管理者となったが，

平成４年５月１５日には，医療法人ａ医院（以下「本件医院」という ）を。

設立し，その理事長に就任した。

また，申立人は，平成５年３月に玉野訪問看護ステーションの指定を受け

たほか，平成１１年１１月に，社会福祉法人ｂ（以下「ｂ」という ）を設。

立し，老人短期入所施設であるショートステイｃ及びデイ・サービスセンタ

， ， ，ーｄを運営し さらに 平成１２年４月に介護保険制度ができたことを機に

。 ， ，ケアハウスｅの運営も行っている なお 上記老人短期入所施設については

入所者の健康管理を行う上で医師を置かなければならないことから，本件医

院とｂとの間で配置医師契約を結び，本件医院から同施設に保険医が派遣さ

れている。
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２ 保険医登録の取消事由

保険医療機関において診療等に従事する保険医は，厚生労働省令で定める

ところにより診療等に当たらなければならないとされており（健保法７２条

１項 ，この厚生労働省令として 「保険医療機関及び保険医療養担当規則」） ，

（昭和３２年４月３０日，乙１。以下「療養担当規則」という ）が定めら。

れ，保険医がこれに違反した場合には，厚生労働大臣は，保険医の登録を取

り消すことができる（健保法８１条１号，３号 。なお，保険医療機関が療）

養の給付に関し保険者に請求することができる費用の額の計算方法は，厚生

労働大臣が定めるところにより算定するものとされ（健保法７６条２項 ，）

厚生労働大臣の定めには 「健康保険法の規定による療養に要する費用の額，

の算定方法 （平成６年３月１６日厚生省告示第５４号，乙２）が含まれて」

おり，その中の診療報酬点数表に基づき，保険医療機関が診療報酬を請求す

ることとなる。

３ 本件処分

岡山社会保険事務局長は，本件医院について診療報酬の不正請求等を疑わ

せる報道等がされたことから，平成１５年１月２４日，申立人及び本件医院

に対し，岡山県との合同による個別指導（健保法７３条等参照）を実施し，

その後，患者調査を行った後，平成１７年１２月１２日から平成１８年３月

１７日にかけて計５日間にわたり，本件医院における医療行為及び健保法に

基づく診療報酬の請求に関する監査（健保法７８条等参照）を実施し，同年

， ，６月２１日及び同年７月３日 申立人及び本件医院に聴聞の機会を与えた上

岡山地方社会保険医療協議会の諮問を経て，同月１９日，別紙５「処分理由

書」のとおりの不利益処分の原因となる事実を認定し，これが健保法８１条

３号に該当するとして，申立人の保険医の登録を同月３１日をもって取り消

す旨の処分（以下「本件処分」という ）と本件医院の保険医療機関の指定。

を同月３１日をもって取り消す旨の処分を行った。
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４ 本案訴訟

申立人は，平成１８年７月２０日，本件処分の取消しを求める訴訟（本案

訴訟）を当庁に提起し，本件執行停止の申立てをしたほか，本件医院の保険

医療機関の指定を取り消す前記処分についても，本件医院から処分の取消し

を求める訴訟が提起され，同処分の執行停止を求める申立てがなされた（な

お，本件医院からの上記執行停止の申立ては，当庁第２民事部において，既

に却下決定がなされ，確定している 。。）

５ 本件医院の廃業等

本件医院は，本件処分の効力が生じた日である平成１８年７月３１日，廃

業届を提出し，本件医院としての医療を廃止した。

なお，本件医院は，金融機関から２億円を超える融資を得ており（毎月の

返済額は合計約１８０万円に上る ，申立人もその連帯保証人の一人とな。）

っている。

二 重大な損害を避けるための緊急の必要性

本件処分は，申立人の保険医の登録を取り消すものであり，これにより申立

人の行う保険診療が一時的（原則５年間）に停止されることになるが，申立人

の医業の停止を命じるものではなく，本件処分の効力が生じても，申立人は自

由診療を行うことは可能である。しかし，申立人の医療活動が，自由診療に限

定されると，保険診療を継続する場合に比して収入が大幅に減少するであろう

ことは容易に推認できるところであるし，前記一５のとおり，本件医院は平成

１８年７月３１日に廃業しており，本件医院の金融機関に対する主債務の履行

が期待できない状況にあるから，連帯保証人である申立人が月額合計約１８０

万円の返済をして保証債務を履行して行かなければならないこととなるが，こ

れでは判決確定までの間に申立人の生活が経済的にひっ迫して申立人の医業活

動の存続自体が至難となり，ひいては，申立人が医療活動や医療情報から疎遠

となって，申立人の医師としての知見，技術，能力等の低下を招くおそれがあ
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るものと認められる。したがって，本件処分により，申立人に重大な損害が生

じ，かつ，これを避けるため緊急の必要性があるというべきである。

三 本案について理由がないとみえるとき

１ 本件処分の理由とされた申立人に係る不利益処分の原因となる事実は，別

紙５のとおりであり，相手方は，申立人については上記事実が疎明されると

して，本件申立ては，本案について理由がないとみえるときに該当すると主

張する。

２ そこで，以下，別紙５の処分理由中，被告が「意見書 （別紙２）第５の」

２(1)ないし(12)（１９頁以下）において具体的事実を挙げて主張する別紙

５の第２記載の事由（以下「本件処分事由」という ）について検討を加え。

る。

(一) まず，本件処分事由１ないし４，６，７，１２については，相手方提

出の疎明資料により一応その事実が認められ，かつ，これにつき，申立人

（ ） 。に監査要綱 甲４２ の第６所定の重大な過失があることがうかがわれる

(二) しかしながら，本件処分事由５，８ないし１１については，次の(1)

ないし(5)のとおり，相手方の疎明が十分でなく，本案審理をまたなけれ

ば，なおその事由の存否や上記重過失の有無について決し難いというべき

である。

(1) 本件処分事由５

相手方は，患者が他の医療機関に転院した場合には，退院時リハビリ

テーション指導料は算定できないところ，申立人は，他の医療機関に転

院した患者Ｈについて，退院時リハビリテーション指導の不実記載を行

い 平成１６年９月 本件医院に対して同指導料を不正に請求させた 乙， ， （

１０の３，不正請求額２７００円）と主張する。

しかし，申立人が当該患者の診療録に不実記載をしたことを認める疎

明はなく，本件医院の上記不正請求について申立人に重大な過失がある
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ことをうかがわせる疎明もないから，診療録の不実記載の有無，申立人

の重過失の有無については，本案訴訟において，さらに審理を尽くす必

要がある。

(2) 本件処分事由８

相手方は，申立人が通院可能な患者Ｅに訪問診療を行ったとして診療

録に不実記載を行い，平成１３年４月から平成１４年８月までの間，本

件医院に対して寝たきり老人訪問診療料（Ⅱ）又は在宅患者訪問診療料

を不正に請求させた（乙１０の７，本件処分事由９と合計で９０万円の

不正請求）と主張する。

しかし，申立人は，当該患者はその病状，健康状態等から通院困難と

判断しており，その判断は医師としての合理的な範囲内のものであると

主張しているのであり，かかる主張を否定するに足りる当該患者の通院

可能性等に係る疎明資料はないから，本案訴訟において，この点を審理

する必要がある。

(3) 本件処分事由９

相手方は，申立人が寝たきり状態又は準寝たきり状態に該当しない患

者Ｅに対し，寝たきり状態又は準寝たきり状態であり，訪問診療を行っ

たとして診療録に不実記載を行い，平成１３年４月から平成１４年８月

までの間，本件医院に対して寝たきり老人在宅総合診療料を不正に請求

させた（乙１０の７，不正請求額は，前記のとおり，本件処分事由８と

合計で９０万円）と主張する。

しかし，申立人は，当該患者はその病状，健康状態等から，総合的評

価として，障害老人の日常生活自立度（寝たきり度）判定基準のランク

Ａと判断しており，その判断は医師としての合理的な範囲内のものであ

ると主張しているのであり，かかる主張を否定するに足りる疎明資料は

ないから，当該患者が寝たきり状態又は準寝たきり状態に該当するか否
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か，また，申立人がそのように判断したことの相当性に関し，本案訴訟

において審理する必要がある。

(4) 本件処分事由１０

相手方は，２４時間連携体制加算（Ⅰ）を算定する保険医療機関にあ

っては，患者又はその家族に「特掲診療料の施設基準及びその届出に関

する手続きの取扱いについて」に示された様式又はこれに準じた様式の

文書が必ず交付されていることを要し，また，患者又はその家族等の同

意を得て，寝たきり老人在宅総合診療料の算定対象となる在宅寝たきり

老人等の療養に必要な情報を連携医師，連携保険医療機関，連携地域医

師会等に対して予め文書（ 特掲診療料の施設基準及びその届出に関す「

る手続きの取扱いについて」に示した様式又はこれに準じた様式の文書

に限る ）をもって提供し，その写しを診療録に添付しておく必要があ。

る（平１６年２月２７日保医発２２７００１号，平成１６年５月２８日

保医発５２８００３号）にもかかわらず，申立人は，患者Ｆについて，

平成１５年１月から平成１７年３月までの間，患者又は家族に対して所

定の文書を交付しておらず，また，当該患者の療養に必要な情報を連携

医師に対して予め所定の文書をもって提供していないのに，２４時間連

携体制加算を算定し，この診療報酬を本件医院に不正に請求させた（乙

１０の８，不正請求額３０万２４００円）と主張する。

しかし，申立人は，患者又は家族に２４時間連絡できる電話番号を教

えるなどして実質的に上記要件を満たした文書を交付していたと主張し

ており，また，上記のとおり，２４時間連携体制加算（Ⅰ）を算定する

に当たって，上記様式又はこれに準じた様式の文書の交付を要するなど

の指針が明確化されたのは，平成１６年２月以降のことである。そうす

ると，申立人に重過失があると断定するには，現時点で提出された疎明

資料では足りず，さらにこれを根拠付ける諸般情について，本案訴訟に
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おいて審理を尽くす必要がある。

(5) 本件処分事由１１

相手方は，申立人が平成１３年１月にケアハウス入居予定者である患

者Ｅについて実施した健康診断に関し，診療録に診断しない事項につい

て不実記載を行い，その費用を本件医院に不正に請求させた（乙１０の

９，不正請求額１万６７１３円）と主張する。

しかし，申立人は，相手方が指摘する諸検査は健康診断として実施し

ていないと主張しているのであり，これを否定するに足りる疎明資料は

ないし，また，診療録への不実記載の事実を認めるべき疎明資料もない

から，これらの点を本案訴訟において審理する必要がある。

３ 本件処分の適否

以上の次第によれば，申立人については，本件処分事由１ないし４，６，

７，１２については，その事実と申立人の重過失の疎明があるといえるが，

その余の５，８ないし１１についてはこれがないというべきところ，上記

疎明がある事由と疎明がない事由との事実関係やその不正請求額等を彼此

対照して検討を加えるならば，上記疎明がある事由だけでは，直ちに本件

処分に裁量権の逸脱がないものと断定することはできないというほかはな

い。

よって，本件申立てが「本案について理由がないとみえるとき」に該当す

るとはいえない。

四 公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれ

相手方は，本件処分の執行を一時的にでも停止して申立人に保険診療を継続

させることは，法の趣旨に反し，保険診療に携わる最低限の能力，資質等を

有しない医師が保険診療を行うことを容認する結果となり，医療保険全体の

秩序崩壊を招来し，国民の信頼をも失われることになる旨主張する。

しかし，相手方の上記主張は，それ自体としては正当であるとはいえ，あ
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まりに保険診療の適正とこれに対する国民の信頼確保の観点に偏した主張と

いわざるを得ないし，本件処分は，申立人の保険診療に携わる資質に係る処

分であって，申立人の医師ないし医療行為に係る処分ではなく，また，甲５

７の嘆願書に徴すると，本件医院における診療を通じてではあるが，申立人

がこれまで地域医療に貢献し，患者からの信頼を得ていることがうかがわれ

るところである。そうであれば，上記公共の福祉に対する影響を考えるに当

たっては，申立人が医師として果たしている社会的役割等をも勘案しなけれ

ばならないというべきところ，申立人は，上記のとおりに地域医療に貢献し

ているというのであるから，相手方の主張を十分考慮したとしても，本件処

分の執行停止をすることが公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれがあると

までいうことはできない。

五 結論

よって，本件申立ては，理由があるから認容すべく，申立費用につき，行訴

法７条，民訴法６１条を適用して，主文のとおり決定する。

平成１８年１０月２日

岡山地方裁判所第１民事部

近 下 秀 明裁判長裁判官

徳 岡 治裁判官

辻 井 由 雅裁判官


